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みえ国際展国際展開に関する基本方針 

 

旨策定趣旨    

    

三重県では、平成 24年 7月に策定した「みえ産業振興戦略」の中

で地域の成長戦略を策定し、そのひとつとして海外展開戦略（国際

戦略）を定め、拡大する海外市場への展開を目指す県内企業の支援

ならびに、海外の成長の取り込みに取り組んできた。 

こうした取組を一層推進するために、世界の潮流を的確に見極め、

三重県の持つ強みやこれまで培ってきたネットワークを活かしつつ、

戦略的な施策を実施していくことが求められている。 

このため、今後、三重県が取り組むべき方向性を定めた「みえ国

際展開に関する基本方針」を策定し、県の強みを発揮できる分野及

び国・地域に対して、限られた資源の中で、重点的かつ集中的に国

際展開を行うこととする。 

  

 

第１章    世界世界経済経済の状況と三重県における国際展開展開のの現状現状    

１．拡大する世界経済 

我が国の有する技術

力等ポテンシャルを背

景に、依然として国内

市場の重要性は高いが、

人口減少社会の到来、

国内需要の減退等によ

り、国内市場の大幅な

伸びは今後期待できな

いところである。 

一方、海外においては、世界

経済の中心がＧ8 からＧ20 に推移する中、ＢＲＩＣＳ諸国をはじめ

地域別の名目 GDP 増加額(2012 年から 2018 年にかけての増加分) 

出所：経済産業省 通商白書 
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ド、オーストラリア、ニュージーランドを加えた東アジア地域包括

的経済連携（ＲＣＥＰ）の動きがあり、加えて、環太平洋パートナ

ーシップ（ＴＰＰ）構想が進められており、わが国もＴＰＰ交渉に

参加するなど、アジア・太平洋地域に幅広い広がりを見せている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．三重県の国際展開の現状と課題 

 

三重県経済は、輸送用機械等を

中心とする製造業の動きに連動し

ており、景気変動を受けた県内総

生産の変動は相対的に大きくなっ

ている。平成 20年度は世界金融経

済危機の影響により製造業が一転

急減したため、全国の経済成長率

が前年度比マイナス 2.5％のところ、三重県ではマイナス 6.0％と、

全国で最も落ち込みが激しくなるなど大幅なマイナス成長に陥った。 

 

こうした中、「みえ産業振興戦略」における調査でも明らかなよう

に、三重県内製造業と県外企業について、海外展開の取組状況を比

※実質経済成長率の推移 

世界の主な広域経済連携 
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較すると、県内製造業の海外展開の取組比率は、県外企業に比べ全

般的に低くなっている。 

 

大企業や県外中小企業の海外展開が加速し、国内の取引構造が変

化しつつある中、三重県経済が特定の業種に過度に偏らない、強じ

んで多様な産業構造を構築し、地域経済全体を底上げするために、

三重県の国際展開は喫緊の課題であると認識する必要がある。 

 

三重県観光においては、日本の旅のはじまりともいわれている伊

勢神宮への参拝を中心に、国内旅行者に依存する傾向が強かった。

それに加え、三重県は、豊かな自然景観、美食、歴史的施設等観光

資源に恵まれた土地であり、古来より、多くの国内旅行者がおのず

と訪れる地であった。こうした背景もあり、インバウンド誘客につ

いて、県内観光事業者等においては、現時点では必ずしもニーズが

高くないというのが現状である。 

 

他方、例えば、景気の動向、20 年に一度の遷宮効果、正月初詣効

果といった国内旅行者の景気波動、季節波動、行事的要素に左右さ

れる誘客構造では、今後、急速に少子高齢化を迎える国内旅行者マ

ーケットへの対応としては脆弱性を有するものであり、また、我が

国観光地の恒常的な課題である、平日や真冬等閑散期問題の解決た

めの方策として、インバウンド誘客の振興は、三重県観光地の脆弱

性克服の観点から一つの解決策をもたらすものであると考えられる。

また、アジア各国を中心に、富裕層、そして中間層が急速な伸びを

示しており、加えて、海外旅行者の土産や宿泊等に費やす観光消費

額の単価は、国内旅行者と比較して高額なものとなっており、「誘

客数」ではなく、「県内観光消費額」そのものの底上げを図るとい

う観光誘客自体の本質的な目的を達成するという観点からも、三重

県において、インバウンド誘客を強化することは、一定の効果があ

るものと思われる。 

 

よって、インバウンド誘客に関心のある県内民間事業者等のニー
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ズを十分踏まえ、景気波動や季節波動、行事的要素などの影響や閑

散期問題という脆弱性を可能な限り克服し、地域の強靭な観光地づ

くりの一つのツールとして、また、国内観光にも対応した持続的発

展可能な三重県観光地づくりの将来も見据え、インバウンド誘客に

対応していくことが必要である。 

 

 

第２章    国際展開国際展開に係る三重県のポテンシャル    

 

１．三重県の持つ多様な海外ネットワーク 

 

三重県並びに県内市町は、これまで様々な海外都市との姉妹・友

好提携の構築に取り組んできた。また、台湾経済部台日産業連携オ

フィスとの産業提携や中国河南省との観光協定のように、姉妹友好

提携を超えた分野における連携体制の構築により、さらに強固なネ

ットワークへと繋げている。 

 

 三重県側 相手国・地域 相手先 提携年月 

県 台湾 台日産業連携推進オフィス 2012．7 

フランス パリ地域経済開発局 2012．11 津市 

スイス ジュネーブ州産業振興機構 2012．11 

経

済

産

業

連

携 

四日市商工会議所 中国 天津市工商業連合会 2011．6 

県、津市、四日市市、

三重大学、産業支援セ

ンター 

スイス CSEM 社 

【県、三重大学と連携オフィス設置の協定を別

途締結】 

2013．1 

県、津市、四日市市、

産業支援センター 

フランス アヌシー広域行政体、アルブインダストリー・オ

ート・サヴォア・モンブラン・クラスター、テザム 

2009.11 

県、三重大学 ドイツ フラウンホーファー研究機構 2012．1 

みえメディカルバレー ドイツ ビオコンバレー 2004．5 

上海市食品薬品監督管理局 2006．11 

南京市食品薬品監督管理局 2006．11 

相

互

協

力

・

連

携

協

力 

県 中国 

 

瀋陽市食品薬品監督管理局 2007．10 

観光協定 県 中国 河南省 2011．8 
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ブラジル サンパウロ州 1973．11 

中国 河南省 1986．11 

スペイン バレンシア州 1992．11 

県 

パラオ パラオ共和国 1996．7 

ブラジル サンパウロ州オザスコ市 1976．10 津市 

中国 江蘇省鎮江市 1984．6 

アメリカ カリフォルニア州ロングビーチ市 1963．10 四日市市 

中国 天津市 1980．10 

鳥羽市 アメリカ カリフォルニア州サンタバーバラ市 1966．3 

カナダ ブリティッシュコロンビア州プリンス・ルパート市 1968．9 尾鷲市 

中国 遼寧省大連市金州区 2007．7 

ブラジル サンパウロ州バストス市 1972．12 熊野市 

イタリア カンパーニア州ソレント市 2001．11 

フランス ル・マン市 1990．5 鈴鹿市 

アメリカ オハイオ州ベルフォンテン市 1991．8 

名張市 中国 江蘇省蘇州市 2004．3 

松阪市 中国 江蘇省無錫市濱湖区 2008．10 

多気町 アメリカ ワシントン州キャマス市 1995．10 

姉

妹

友

好

提

携 

四日市港 オーストラリア シドニー港 1968．10 

    

２．ファシリテーターとして活用可能な組織 

 

三重県内には、海外研究機関と共同研究を進めているシンクタン

クや外国人研修生を受け入れて国際貢献に取り組む機関など、国際

連携を進めるうえで有望な支援機関が存在する。 

 

（１）三重大学地域戦略センター（RASC） 

 

地域づくりや地域発展に貢献するとともに、地域社会との双方向

の連携を推進し、大学が生み出し蓄積している知的財産と人財を地

域の自治体や産業界などに還元することを目指して発足した。大学

発のシンクタンクとして、地域振興、産業育成、環境政策、医療福

祉政策など幅広い戦略を立案している。これまで、台湾の大学やス

 三重県側 相手国・地域 相手先 提携年月 
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イスの研究機関との間で積極的な連携を行っており、三重県企業が

参加する海外との共同プロジェクト創出の役割を果たしている。 

 

（２）公益財団法人国際環境技術移転センター（ＩＣＥＴＴ） 

 

諸外国の環境改善をめざし、地球環境の保全と世界経済の健全な

発展に寄与するため、我が国の環境保全システムを円滑に移転して

いく機関として産・官・学の協力によって設立された。環境保全に

関する技術の移転のために、これまで８９ヵ国から２，０００名以

上の研修生を受入れ、幅広い海外ネットワークを構築してきている。 

 

（３）高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ） 

 

地域に集積する素材・部材産業、ユーザー産業とともに、大学、

研究所、さらには海外の組織をも引き入れ、オープンなイノベーシ

ョンを誘発する出会いの場として設立された。これまで最先端部材

の研究開発、中小企業支援、技術人材の育成に取り組んでおり、ま

た、ドイツのフラウンホーファー研究機構のショールームを設置す

るなど、海外研究機関と県内企業の窓口となっている。 

 

（４）日本貿易振興機構(ジェトロ)三重貿易情報センター 

 

三重県企業の貿易投資相談などによる海外展開への支援や、県内

への外資系企業誘致などで県との業務協力を進めている。平成 25年

5月には、両者の連携を一層強化し、県内の中小企業等に対してより

効果的な支援を行うため、｢中小企業等の海外展開支援に係る業務協

力に関する覚書」を締結し、三重県企業への情報提供や、海外企業

とのマッチング機会の創出及びフォローアップ、海外へ進出してい

る企業への支援等で連携を進めることとしている。 

 

 

（５）三重県海外ビジネスサポートデスク 
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平成 24年度に、県内中小企業の中国、アセアンへの事業展開を支

援するワンストップ窓口として、県内、中国（上海）、タイ（バンコ

ク）に設置した。海外事業展開における疑問や直面している課題な

どについて、随時相談の他に、個別相談会の実施などを通じて、コ

ンサルティングを行っている。また、セミナー開催や現地レポート

を通じての情報提供や、現地における商談機会を提供することで、

海外展開に取り組もうとする企業のビジネスチャンスの拡大を支援

している。 

 

（６）三重県外国人観光客誘致促進協議会 

 

 三重県内への外国人観光客誘致を促進し、ひいては県内の観光産

業全体の活性化に寄与することを目的に、県と県内自治体 8 団体、

観光連盟・協会、民間事業者等 91団体で構成している。また、組織

内にコアメンバーで構成されるＷＴＭ（Ｗｅｌｃｏｍｅ Ｔｏ Ｍｉ

ｅ）委員会を設けて、海外プロモーション活動に取り組んでいる。 

 

３．世界に誇る産業集積と試作ものづくりの能力 

 

県全体の製造品出荷額等の７割を占める北勢地方を中心に、自動

車関連、電子部品・デバイス、石油化学分野などで、日本を代表す

る企業が数多く集積しており、これらの企業へのサプライヤーとし

て、高い技術を有する様々な中小企業を含めて、素材・部材産業群

と周辺のものづくり産業群が、時間距離にして 1 時間程度以内の範

囲に集積している。また、これらの産業集積に加えて、外資系企業

の立地も進んでいる（外資系企業立地数 12社（平成 22年度））。 

さらに、これらの中小企業は連携して「試作グループ」の形成を

進めており、「ものづくり」を通じた、技術レベルの向上や人材育成

だけでなく、あらゆる産業分野のニーズに対応できる「高付加価値

のものづくり」を提供できる。 
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10 周年にあたり、三重県の魅力ある観光資源を海外にも売り込む絶

好の機会となっている。 

 

５．三重の食文化と食材 

 

三重県には、厳選された新鮮な素材を使用した「松阪牛」、「伊

勢えび」、「あのりふぐ」、「的矢かき」、「あわび」などの三重

ブランド認定品を使った料理や、安定生産が可能な養殖の「マグロ」

「マダイ」、また、北は桑名のはまぐりから、伊賀でんがく、赤福餅、

伊勢うどん、てこね寿司、さんま寿司、南は熊野のめはり寿司まで

豊富な食が存在する。 

 

 

第３章    国際展開国際展開に対する今後の取組の方向性    

 

１．基本的な考え方 

 

まず、国際展開にあたっては、国際的に開かれた三重県文化を形

成することが必要である。そのうえで、上記のポテンシャルを最大

限活用し、世界情勢を踏まえながら、重点的、集中的に海外展開を

行うこととする。その際、相手国・地域の特性などを考慮し、お互

いを高める「Ｗｉｎ－Ｗｉｎ」の関係構築を基本として、相互に発

展していくものとする。なお、中長期的な海外誘客については、こ

の「Ｗｉｎ－Ｗｉｎ」関係の延長線上に位置づけていく必要がある。 

草の根による継続的な民間交流や文化交流といった基盤がある上

で、まず県が相手国・地域とのチャンネル作りの役割を果たすこと

により信頼関係及び産業交流の土台を構築し（ステップ１）、県内企

業のニーズやシーズを把握している支援機関が、海外の大学または

研究機関等との窓口となり、「ファシリテーター」として具体的なプ

ロジェクトと仕組みを創出（ステップ２）、こうした官学連携をベー

スに、多くの企業が参加できる産業連携（ステップ３）への展開（「三

重モデル」）を戦略的に進める。 









 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 台湾 

 

・これまで、台湾政府の台日産業連携推進オフィスとの産業連

携に関する覚書の締結（平成 24 年 7月）、三重大学とＩＴＲ

Ｉ（工業技術研究院）や大同大学等との連携、2013 日台観光

サミット in 三重（平成 25 年 5月）での「三重宣言」など、

官・学・産での連携が進んでおり、台湾は三重県の国際展開

の先駆的地域（三重モデル）となっており、引き続き三重県

の国際展開の重点地域である。 

・今後、産業面においては、産業連携に関する覚書の具現化を

行うため、三重大学地域戦略センター（ＲＡＳＣ）を中心と

して、若手の経営者同士との連携など産学官一体となったプ

ロジェクトの推進に努める。例えば、平成 25 年度は、ジェト

ロの支援メニューを活用して機能性食品をテーマとしたプロ

ジェクトに取り組んでいく。この他、製造業を中心とした企

業マッチングによる産業交流や百貨店における物産展の開催

など県産品の販路開拓を支援する。 

 

アジア（ＡＳＥＡＮを除く）におけるビジネス環境とネットワークの視点による比較

ビジネス活動の

しやすさ

日系企業の

進出状況

外国人延べ

宿泊者数

ビジネス 国 １６位 １，１００社 ３，７９７，９７０人

環 境 （三重県） （－） （２社） （１８，６３０人）

三重県とのネットワーク

ビジネス 国 ９１位 ３２，８３４社 ４，０３８，０４０人

環 境 （三重県） （－） （５１社） （１４，１００人）

三重県とのネットワーク

ビジネス 国 ８位 ５５５社 ２，８８９，３５０人

環 境 （三重県） （－） （８社） （１３，３８０人）

ビジネス 国 １３２位 １，４２８社 １７３，６４０人

環 境 （三重県） （－） （６社） （３１０人）

※データはすべて2012年。

（出所：世界銀行「世界のビジネスのしやすさランキング」、外務省「海外在留邦人数調査統計、

 東洋経済新報社「海外進出企業総覧」、観光庁「宿泊統計」

インド

台湾

中国

・平成24年7月、三重県と台日産業連携推進オフィス（TJPO）と

の間で産業連携の覚書（MOU）を締結。

・三重県と河南省との間で友好提携及び、観光協定を締結。

・昭和26年、三重県日本中国友好協会が発足。

韓国
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・「三重宣言」に基づいて、地域間観光交流の推進、台湾旅行会

社からなる三重県観光アドバイザリー会議の設置、台湾旅行

博への集中出展、地域イベント相互交流、高校生料理相互交

流等を実施するなど幅広い交流に取り組んでいく。特に、共

通のトピックを通じた誘客の促進として、「三重区」を有し、

人口約 400 万人の巨大なマーケットである新北市との観光相

互交流の促進に努める。また、文化交流として、平成２６年

４月に開館予定の三重県総合博物館と台湾の博物館との交流

についても検討を進めることとする。 

 

・こうした三重県と台湾との連携の土台となっているのは、例

えば、安濃津よさこい(津市)による台湾最大の祭りである台

湾ランタンフェスティバルへの2002年からの毎年参加など多

方面での草の根の継続的な相互交流であり、今後とも、一過

性でない、相互に有益となる層の厚い取組を推進する。 

 

○中国 

 

・上海に設置した三重県海外ビジネスサポートデスクにより、

県内企業の事業展開を引き続き支援していく。また、上海や

広州において、自動車など製造業向けの展示会などに出展す

る。さらに、ＩＣＥＴＴが河南省や天津市などに持つ研修生

ネットワークを活用し、中国に対する環境技術の展開を図る。

加えて、マーケットとして急成長する内陸部の四川省成都へ

の県産品の販路開拓にも取り組む。 

 

・海外誘客については、三重県単独ではなく、「昇龍道プロジ

ェクト」を中心に広域連携の中で対応する。一方で、友好提

携を結んでいる河南省については、平成 23 年 8月に観光協定

を締結したところ、政府代表団の相互訪問、県庁国際交流員

や研修員の受入れ等、引き続き人的交流を継続する。 
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○韓国 

 

・ 訪日外国人旅行者が多い韓国については、「海女」のユネス

コ無形文化遺産登録を視野に観光交流を推進するとともに、

三重県単独ではなく、中部広域観光推進協議会など広域連携

の中で対応する。また、国際ハブ港である釜山港のトランシ

ップを活用した県内企業のグローバルアクセスの強化や、医

療機器、バイオ医薬品等の韓国の産業クラスターとの連携に

向けた検討を行う。 

 

 ○インド 

 

・大企業の進出が増加していることもあり、注目するべき新た

な成長市場として、長期的視点で動向を注目しつつ、ジェト

ロや在大阪・神戸インド総領事館とのネットワークを活用し

て、セミナーを開催するなど情報提供を行う。 

 

（２）ＡＳＥＡＮ 

 

東南アジア地域の10カ国からなるアセアン（東南アジア諸国連合）

は、1992年のアセアン自由貿易地域（AFTA）創設、2008年のアセ

アン物品貿易協定（ATIGA）が締結されるなど、域内における経済

的、社会的な統合が着実に進展し、実体的に一体化が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ASEAN における経済共同体構築に向けた動き 
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ASEAN をひとつの市場として捉えた場合、人口は約 6 億人で、

名目ＧＤＰは 2.3 兆ドルとなるが、将来にわたって安定的な人口増

加が見込まれている。 

 

 ASEAN諸国について、ビジネス環境や三重県とのネットワークの

視点で見ると（下図参照）、タイは、ＡＳＥＡＮ全域へのアクセス

が良く、自動車産業や電子産業を中心とした日系企業の最大の進出

先でもあり、日系企業にとってアセアン地域におけるハブとしての

役割を果たしていることに加え、三重県企業の進出状況や外国人宿

泊数において、他の ASEAN諸国と比べても多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○タイ  

 

・タイについては、三重県の国際展開の重点国として位置づけ、

タイに設置した三重県海外ビジネスサポートデスクの機能強

ＡＳＥＡＮにおけるビジネス環境とネットワークの視点による比較

ビジネス活動の

しやすさ

日系企業の

進出状況

外国人延べ

宿泊者数

ビジネス 国 １８位 １，３６３社 ８１２，０９０人

環 境 （三重県） （－） （１６社） （６，９１０人）

三重県とのネットワーク

ビジネス 国 ９９位 １，０８１社 （データ無し）

環 境 （三重県） （－） （7社） （データ無し）

三重県とのネットワーク

ビジネス 国 １２位 １，１７２社 ３２９，５７０人

環 境 （三重県） （－） （３社） （４５０人）

ビジネス 国 １位 ７２２社 ６１８，５６０人

環 境 （三重県） （－） （３社） （６５０人）

ビジネス 国 １２８位 １，３０８社 （データ無し）

環 境 （三重県） （－） （５社） （データ無し）

ビジネス 国 １３８位 １，１７１社 （データ無し）

環 境 （三重県） （－） （６社） （データ無し）

※データはすべて2012年。

（出展：世界銀行「世界のビジネスのしやすさランキング」、外務省「海外在留邦人数調査統計、

 東洋経済新報社「海外進出企業総覧」、観光庁「宿泊統計」

・三重県とタイ投資委員会（BOI）との間で産業連携の

覚書（MOU）を締結予定。

・平成25年6月、三重県・ベトナム友好協会が発足。

フィリピン

マレーシア

タイ

ベトナム

インドネシア

シンガポール
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化を図り進出企業に対する相談や展示会出展の支援を強化す

るとともに、タイ投資委員会（ＢＯＩ）とのＭＯＵ締結を実

現し、中小企業の産業交流を一層促進させる。 

 

・タイ市場に対しては、三重県企業が強みを有する環境技術に

ついて、タイにおける製造業のニーズも踏まえ、ＩＣＥＴＴ

を活用しながら積極的に展開していく。また、ものづくり試

作（中小企業の連携体）及び高度部材の展開を図ることで、

アジアのサプライチェーンに積極的に参入していく。 

 

・所得の向上や親日感情等により富裕層による来訪が期待でき

るため、バンコクで観光ＰＲを含む物産展を開催し、海外誘

客を展開する。 

 

○ベトナム、マレーシアなど 

 

・三重県海外誘客にとり今後の有望市場であるベトナム、マレ

ーシアについては、タイを拠点に将来的な展開を見込みなが

ら対応していく。マレーシアについては、知名度の高い「忍

者」をテーマに集客力を有する有力旅行会社との連携強化を

図るとともに、ベトナムについては、今後の訪日者の急激な

増加を見越し、「ブランド化」を実施し、先駆者利益確保に取

り組む。 

 

・産業面については、サポートデスクを設置したタイを拠点と

しつつ、東南アジアの食品バイヤーの拠点であるシンガポー

ルも活用しながら、県産品（食品）の東南アジア全体への販

路拡大を狙っていくとともに、国ごとのニーズも踏まえつつ、

ＩＣＥＴＴを活用した環境技術の展開を図る。 
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・ベトナムについては、25 年 6月に三重県・ベトナム友好協会

が発足したところ、この民間ベースのネットワークも活用し

つつ、効果的に取り組むこととする。 

 

（３）米国・EU 

 

 アジア等の新興国が競争力を増す中、日・欧・米がそれぞれの強

みを生かした連携を行い、イノベーションを創出していくことが重

要である。こうしたことから、高度部材に強みを有する三重県とし

て、米国・EUに対して、新たな技術の革新を軸として、産業の高付

加価値化を図っていく。 

 

○米国 

 

・製造業に回帰してきていると言われる米国においては、産業

間の連携可能性は広がっている。航空宇宙、ＩＣＴ、医療、

クリーンエネルギー等の関連産業が集積しているワシントン

州（シアトル等）において、大学間（三重大学－SSCC）の交

流を行うとともに、行政間での連携協定を結ぶことにより、

新たなネットワークを構築するとともに、三重県企業と米国

企業との産業交流を進める。 

 

・多くの競争力のあるグローバル企業が集積し、世界経済の中

心とも言える米国において、三重県産業の優位性等をＰＲす

ることで、製造業やサービス業の企業誘致や産業交流の促進

を図る。また、三重県の「食」についても、人の交流や物産

展への出展等を通じて、米国との交流を促進させる。 

 

○ヨーロッパ 

 

・三重大学地域戦略センター（ＲＡＳＣ）に設置したスイス・

ＣＳＥＭ社との連携オフィスを拠点として、スイス企業等と
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の産業交流を着実に進める。また、県、三重大学と協定締結

しているドイツ・フラウンホーファー研究機構については、

ＡＭＩＣ、工業研究所とも連携しつつ、環境・エネルギー分

野を中心に産学官連携を推進する。さらには、ドイツ・ＮＲ

Ｗ(ﾉﾙﾄﾗｲﾝ･ｳﾞｪｽﾄﾌｧｰﾚﾝ)州、フランス・アヌシー地域との産業

交流も進めていく。こうした連携を通じ、欧州企業の県内誘

致も図る。 

 

・また、観光面において、特に、日本文化に対する関心が高い

フランスについては、伊勢神宮や熊野古道といった伝統的な

観光資源が強い訴求力を有するため海外誘客を展開する。 

 

（４）ブラジル等、その他の地域 

 

ブラジル等、これまで県が友好交流を進めてきた国・地域につい

ては、良好な関係を継続するだけでなく、状況に応じて産業交流へ

と発展させることを視野に、行政間連携の定期的な交流を行うこと

などにより関係の維持を図るものとする。 

 

 ○ブラジル 

・三重県人会（約 400 人）との繋がりは貴重な財産であり、里

帰り誘客や日本食等の販路拡大面等で有望な富裕層の多い日

系人（150 万人）マーケットを有し、継続的関係の構築が可能。 

 

・ ブラジル経済の中心であり姉妹提携を有するサンパウロ州と

の間で、これまでの「友好交流」から「経済交流」への発展

を図るため、25 年 8月、三重県知事とサンパウロ州知事との

間で、①教育、②環境、③産業と商業、④観光の 4分野での

相互協力につき合意した共同宣言に署名。 

 

・今後、特に、①日系人（150 万人）を中心とした県産品の販路

拡大、②インバウンド観光誘客、③ブラジルの製造業が国際
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を下げるため、県が前面に立って、行政間の MOU 締結の更なる推

進、国際展開の推進体制の整備、人材育成・啓発、といった国際展

開のためのプラットフォームを構築する必要がある。このため、官

民一体となった協議会を立ち上げ、推進していくこととする。 

特に、相手国に対しては、行政、学術界、産業界がトップセール

スを行うことで、知名度を上げ、本気度や継続性の担保を示してい

くこととする。 

 

（１）既存の行政間ネットワークのフォローアップと新たな戦略的

構築 

 

○ 三重県がこれまで構築してきた既存の行政間ネットワークのフ

ォローアップを行うとともに、市町等がネットワークを持つ

国・地域についても、三重県として、国際展開の潜在性が高い

ことから、各国ごとのニーズ調査等を行うことで、国際展開の

可能性を検討する。 

 

○ 各国の駐日在外公館等とのネットワークは、国内における連携

の具体化のキーとなっている。外務省が主催する外国大使グル

ープ(14か国)の都道府県訪問受入(24年 11月)、台北駐日経済文

化代表処代表、駐日韓国大使、駐日ベトナム大使等の受入を通

じて、トップレベルでのネットワーク形成を行ったが、今後は、

各種課題解決のための連携等に活用すべくネットワークの強化

に努めることとする。 

 

○ 新たなネットワークとして、平成24年9月にタイを訪問した際、

三重県とタイとの継続的な産業連携を図るため、三重県とタイ

投資委員会（BOI）との産業連携に関する覚書（MOU）を締結

することで合意した。この覚書の早期締結の実現に向け、タイ

投資委員会側と具体的な調整を早急に進める。 

 

○ 三重大学地域戦略センター（ＲＡＳＣ）とアメリカのサウスシ
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アトル・コミュニティ・カレッジ（ＳＳＣＣ※）との間で学術

協力および交流の促進に関するＭＯＵの締結（平成 25年 8月）

を行い、新たな知的交流を開始するとともに、県内企業と米国

企業との産業交流の促進を図る。 

 

（※カリキュラムに地域産業界のニーズを反映し、産業界が必要とする実

践性と専門性を重視したコミュニティカレッジ） 

 

（２）国際展開の推進体制（ファシリテーター等）の整備 

 

○ ＩＣＥＴＴ（国際環境技術移転センター）は、日本における環

境ビジネスの創造拠点をめざし、研修生ネットワークを再構築

するとともに、ＯＤＡ等を活用し、県内環境関連企業の海外展

開プロジェクトの創出に寄与する。その際、国・地域ごとの環

境課題に対応した協力や、北九州国際技術協力協会（ＫＩＴＡ）

や立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）との連携可能性等につい

て検討していく。 

 

○ ＡＭＩＣ（高度部材イノベーションセンター）は、三重大学地

域戦略センター（ＲＡＳＣ）等の海外との連携プロジェクトに

積極的に参画することで、台湾や欧州の研究機関や関係機関と

の連携を強め、プロジェクトの創出につなげていく。また、共

同研究等により開発された製品・技術を海外への展開をめざし

ていく。 

 

○ ジェトロ、三重大学地域戦略センター（ＲＡＳＣ）等の支援機

関や三重県海外ビジネスサポートデスクは、互いのネットワー

クの活用や情報共有など緊密な連携を行い、三重県企業の海外

展開支援に取り組んでいく。また、県は、｢中小企業等の海外展

開支援に係る業務協力に関する覚書」を締結したジェトロや、

産業振興等に関する包括協定を締結している金融機関、商社と

も連携する。 



 24 

 

（３）人材育成・啓発 

 

○ 三重県企業の国際化を推進するためには、その土台となるグロ

ーバル人材の育成が必要不可欠である。そのため、国際展開に

関する企業向けセミナーの実施、県内企業と留学生とのマッチ

ングの場の提供、商社 OB 人材の活用など、県内企業における

グローバル人材の育成を積極的に支援する。 

 

○ これまで国際展開に取り組んでこなかった三重県企業に対して、

国際展開の成功例を示すことで、国際展開への関心を高めるこ

とが重要である。そのため、三重県企業ならではの国際展開の

事例を「みえ国際展開モデル事例集（仮称）」として策定し、県

内企業の啓発に努める。 

 

４．各分野（海外展開、外資系企業誘致、海外誘客）における取組

方針 

 

三重県企業の海外展開（直接投資、輸出）、外資系企業の誘致、海

外誘客について、それぞれ今後の県の取組方針を以下に示す。県の

取組を進めるにあたっては、「ものづくり」（製造業）と「サービス

産業」（非製造業）を産業の両輪と捉えて国際展開を図っていくこと

が重要である。また、三重の強みである食や歴史、文化、景観を世

界に発信するためには、世界で通用している地域との連携や三重の

強みを最大限発揮できる機関との協創を進めるための取組を強化す

る。なお、必要があれば、そういった機関を誘致していくことが重

要である。 

 

（１）三重県企業の海外展開（直接投資、輸出）に対する支援 

 

○県内と中国（上海）、タイ（バンコク）に設置した「三重県海外

ビジネスサポートデスク」の積極的活用を促すための PR を行
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うとともに、支援機能を強化する。具体的には、これまで取り

組んできた企業向け相談や海外展示会への出展支援を拡充する

とともに、三重県ビジネスサポートデスクを中核として、国、

ジェトロ等が実施する施策の積極的な活用を促進する。 

 

○三重県企業が強みを有する環境技術（環境汚染防止、環境負荷

低減技術及び製品、資源有効利用）について、相手国のニーズ

を踏まえ、ＩＣＥＴＴによる専門家派遣や国内研修を活用しな

がら積極的に展開していく。また、三重県の産業集積の特性で

ある、ものづくり試作及び高度部材の海外受注の拡大やブラン

ド化を目指す。 

 

○三重の地域資源である食に関わる産品、伝統的工芸品を積極的

に海外市場に売り込んでいく。具体的には、特に海外の富裕層

ニーズの目線に立ち、有名シェフを取り込んだ「食」のコンテ

ンツ開発、クリエイター等との連携による伝統的工芸品の高付

加価値化を支援し、メイド・イン・三重ブランドの海外への売

り込みを促進する。 

 

（２）外資系企業の誘致に対する支援 

 

○自動車関連、電子部品、石油化学など県内の産業特性を活かし、

国際的な競争力や先端の技術を有する外資系企業のアジアにお

ける生産拠点や研究開発拠点の誘致に取り組む。具体的には、

平成 25 年度に創設した「外資系企業アジア拠点立地補助金」や

三重県に立地している外資系企業のネットワークを活用しなが

ら、外資系企業への訪問や在日公館とのネットワーク強化など、

積極的な誘致活動を行う。 

 

○魅力的な観光資源を持つ三重県は、海外の高級ホテルや美術館

など外資系サービス業の誘致、更にはそうしたサービス業の誘

致につながる国際会議等の開催について、高いポテンシャルを
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有している。平成 25 年度に創設した「サービス産業立地補助金」

も活用しつつ、今後、規制緩和の検討など、サービス産業の立

地環境整備を充実させることで、外資系サービス業の誘致を図

る。 

 

（３）海外からの誘客促進 

 

○一般的な「観光客」というカテゴリーのみならず、ビジネスや

F1 などのイベント等目的を問わず、海外からの誘客を促進する。

そのためには、これまでの観光誘客プロモーションのみならず、

産業、物産等幅広い分野とも連携を強化し、共同で、三重県観

光の魅力につき総力を挙げて世界に発信していくことに加えて、

海外の個々のニーズに合った商品開発を行うこととする。その

際、観光資源の「ブランド化」の確立を目指す。 

 

○中国など巨大なマーケットや FIT(個人客)化が進んでいる韓国

等マーケットでは、県単独での誘客事業は限界があるため、中

部・北陸地域の「昇龍道プロジェクト」を中心として、広域的

な対応を行うこととする。また、近隣地域ばかりではなく、例

えば、台湾人にとり一番人気の観光地である北海道と連携する

等、ローカル to ローカルという新しい視点も取り入れる。 

 

○ 県内留学生、県内在住外国出身者、海外三重県人会等の三重県

に強い親和性を有する人的ネットワークに加え、日本ファンで

ある日本在住外国人ネットワークなど活用し、三重県の魅力を

母国語で母国に対して SNS(無償ツール)で発信する。 
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